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島根 1区国政対策委員長 

 こんにちは、岩田たけしです。このたび私は島根１区から国政に挑戦すること

になりました。今、私たちの声が届かない政治が続いていますが、あきらめや

失望だけでなく、新しい希望も生まれています。 

くらしや平和を傷つけるごう慢な権力の前に、たくさんの人が違いを乗り越え

て手をつなぎ、誰もが大切にされる政治をつくろうと立ち上がっています。私

も、みんなの思いをつなぎ、政治を変えるために全力でがんばります。 
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小、湖南中、松江西高校、松江情報ビジネス

専門学校システムエンジニア科卒業●松江

民主商工会事務局を経て尾村利成県議秘

書●現在、党県常任委員（東部地区委員

長）、島根１区国政対策委員長 

島根原発再稼働Ｎｏ！ 保育士さんと懇談 ボランティア隊長（熊本） 
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８時間働けばふつうに暮らせる社会 

人間らしく働けるルールを確立し、格

差と貧困の根本的是正に道を開きます。 

能力に応じて負担する公正・公平な税制 社会保障、若者、子育て中心の予算 

日本の国民１人当たりの公的社会支

出はアメリカの９割以下、ドイツの８割、フ

ランスの７割です（２０１３年）。 

軍備増強や大型開発中心の予算にメ

スを入れ、社会保障、教育、子育て支援

など、格差と貧困の是正につながる予算

を増やします。 

消費税増税は景気悪化をまねくだけ

でなく、格差と貧困の拡大に追い打ち。 

富裕層と大企業は巨額の富を蓄積

し、税負担能力を十分にもっています。

消費税１０％は中止し、「消費税に頼ら

ない別の道」へ。 

島根原発は再稼働許さず、廃炉に 
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どんな世論調査でも「再稼働反対」は

５割を超えています。２年近い「稼働原

発ゼロ」（２０１３年９月～１５年８月）の体

験を通じて、日本社会は原発なしでもや

っていけることが国民的認識に。 

「原発ゼロ」の決断と一体に、再生可

能エネルギーの普及、廃炉事業で雇用

を増やします。 
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